
報告書における記載（案）意⾒（抜粋）通番

令和元年度から令和５年度までの間に発⽣した「重⼤な事故」
は合計42件であるのに対して、総務省は、そのうち、影響を受けた
サービスの重要度や影響規模等を勘案し、特に必要性が⾼い７
件について、同様の事故を発⽣させないよう厳重に注意するとともに、
再発防⽌の観点から⾏政指導を実施し、これを公表しているところ
であり、⾏政指導の要否の判断は、「重⼤な事故」の報告基準と
は別のものとしてなされていることが明らかである。総務省において
は、引き続き、緊急通報の取扱有無をはじめとするサービスの重
要度や事故の影響規模等を勘案し、⾏政指導の要否を含めて
事故の再発防⽌に向けた対応を検討することが適当と考える。

現⾏制度において、重⼤事故が発⽣した場合には、事業
者が⾏政指導や⾏政処分及び刑事罰等を受ける可能性が
あるところ、当該報告基準を⾒直し、その範囲を拡⼤すること
は、事業者が負う責任を過度に広げ⾃由な事業・経済活動
への重⼤な影響を及ぼす制度変更となり得ることを⼗分にご
理解いただき、「情報収集」や「ナレッジ共有」といった側⾯の
議論に終始することがなきよう、要望させていただきます。

１

現状において事業者から任意で報告されている内容は、原因等
の記述が必ずしも詳細でなく、対応の⼗分性や再発防⽌の徹底を
確認する点から不⾜する場合がある。また、報告基準がなければ
予⾒性を持った対応を取ることが難しく、事故発⽣後の迅速な報
告がなされないおそれがある。加えて、事故の継続時間や影響利
⽤者数について、当該事業者以外の者が把握することはできないと
いった事情を踏まえれば、任意の報告では適正な運⽤が担保でき
ないおそれがあることから、⼀定規模を超えるものは「重⼤な事故」
として適切な報告を受ける必要がある。

現状においても、多くの電気通信事業者が任意でこれらに
対応し、⼀定程度、無料のインターネット関連サービスに係る
事故の情報収集が⾏われていると考えられますので、その情
報活⽤を図ることで⽬的を達成することも可能と考えられます。

２

「重⼤な事故」という表現が当該事業者やサービスに対する利⽤
者の評判に過剰な影響をもたらすとの懸念が⼀部の事業者から表
明されたところであるが、総務省は、事案の社会的影響の程度等も
踏まえながら、電気通信事故検証会議の議事要旨や報告書の公
表等に当たり、こうした懸念を念頭に「重⼤な事故」という表現を
⼯夫することが適当である。

レピュテーションリスクを限定的にするため、⾏政指導を⾏う場
合でも⼝頭や⾮公開によることとすることや、「重⼤な事故」を
「報告対象事故」といった、レピュテーションにつながらないよ
うな呼称に改めていただくことについて、検討をお願いします。
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電⼦メールサービスの利⽤者の割合は、10年前と⽐較して、若
年層では減少が⾒られるものの、全世代でみると⾼い⽔準を維持
し、平均利⽤時間に増加傾向がみられる ことに加え、電⼦商取引
やインターネットバンキング、証券取引、クラウドサービスへのログイン
等の局⾯において、サイバーセキュリティ強化のための⼆段階認証
の⼿段の⼀つとして電⼦メールが⽤いられているといった実態の変
化もあることから、その重要度は⾼まっていると考えられる。

電⼦メールサービスについては、重⼤な事故と感じる「継続
時間」が平成25年の調査結果と同様の傾向にありますので、
令和7年の調査結果は、上位レイヤー系（メッセージング、
SNS）及び電⼦メールサービスの重⼤な事故の報告基準を
厳格化する根拠になり得ないものと考えます。

4

無料の⾳声通話については、有料の⾳声通話と同じく、現⾏基
準において緊急通報を取り扱わない⾳声伝送役務と整理されてい
る。⾳声通話の重要度については、５（２）アにおいて確認したと
ころであるが、このうち無料のサービスについては、有料・無料の別の
ほか、電気通信回線設備の有無や電波・電話番号の割当有無と
いった電気通信事業者側の事情において、有料サービスとの間に
差異が認められる。他⽅、⾝体・⽣命・財産との関連性や利⽤者
数の規模、サービスの同時・双⽅向性といった項⽬については、有
料・無料の別にかかわらず、重要度が認められるところである。また、
⼀部の無料⾳声通話については、現⾏基準の運⽤が開始された
平成27年よりも、直近の令和６年の⽅がより多くの利⽤者によっ
て利⽤されている実態が認められる 。
こうした重要度を踏まえれば、現状においては無料の⾳声通話につ
いて有料の⾳声通話と同等の報告基準を維持することが適当と
考えられる。

現在の重⼤な事故の報告基準においては、メッセージング
サービスに付随して提供されている無料の⾳声通話サービス
は、⼆の区分「緊急通報を取り扱わない⾳声伝送役務」によ
り報告が求められています。しかしながら、通話品質がユーザー
との間の私的契約関係のみに拘束されるべき無料サービスを
有料サービスと同列に扱うことは不適当であること、電話番号
の割当を受けておらず寡占的なサービスではないこと、メッ
セージングサービスに付随して提供されるサービスであり代替
性が⾼いことからすれば、四の区分「無料のインターネット関
連サービス」を適⽤することが適当であると考えます。
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